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CO２排出量の推移
2013年度に「低炭素社会実行計
画」の活動を開始してから排出量
は年々減少しており、昨年度は基
準となる2005年度と比較してCO2

排出量を10.9百万トン（15.8％）削
減しています。2018年度には、新
たな削減目標として、2030年度ま
でに絶対量で2013年度比6.79百万
トン削減することを発表しました。
2019年度には、2018年度からさら
に0.85百万トン削減して5.94百万ト
ンを削減しており、目標まで残り
0.85百万トンになっています。

CO２＋代替フロン等
３ガスの排出
CO2の排出削減と代替フロン等3ガ
ス（PFCs、SF6、NF3 )の製造におけ
る排出削減を合わせた削減効果は基
準年を100%として▲14%となって
います。
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環境保全（地球温暖化防止）
環境保全（産業廃棄物削減）
環境保全（大気汚染・水質汚濁防止）
環境保全（化学物質排出削減） 
環境保全（環境投資）
保安防災（設備災害への取り組み） 
労働安全衛生
社会（地域）との対話
会員の自己評価
レスポンシブル・ケア検証
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最終処分量の2019年度
目標達成状況
2016年度より日本経団連循環型社
会形成自主行動計画に従った新た
な目標（2020年度の最終処分量を
2000年度比70%程度削減）を掲げ、
取り組みを進めています。

発生量・有効利用率推移
2019年度の産業廃棄物発生量は
4,016千トンで、基準となる2000年度
比36％削減となりました。また分別
の徹底や再資源化の取り組みを積極
的に行い、資源有効利用率（資源有
効利用量の廃棄物発生量に対する割
合）は2000年度で44％でしたが2019
年度も69％まで向上し、2016年にス
タートした経団連の循環型社会形成
自主行動計画における「2020年度に
おいて、65%以上にする」という目
標を前倒しで達成しています。

最終処分量推移
2019年度の最終処分量は193千トンで
2018年度より30千トン増加し、2016年
にスタートした経団連の循環型社会形
成自主行動計画における「2020年度に
おいて、2000年度比70%程度削減す
る」という目標に対し、64%の削減でし
た。また最終処分量の削減とともに、
産業廃棄物管理票（マニフェスト）の
交付回収確認や最終処分地の現地視
察など、廃棄物の適正処理確認も法
改正に従い年々強化してきています。

最終処分量の2019年度目標達成状況
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大気汚染・水質汚濁防止
国内化学工業各社は、これまでに大気汚染物質や水質汚濁物質の排出量を大幅に削減してきました。会員は法規制値を遵守することは当
然として、自治体との協定を遵守し、また、さらに厳しい自主管理基準を設定して排出量の削減に継続的に取り組んでいます。

（※排出原単位：売上高100万円当たりの排出量、棒グラフ内下部の数字はデータ提出社数）
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自主的な調査物質の排出量（日化協データ）
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PRTR※法指定物質の排出量
2019年度のPRTR法指定物質の排出量は8.3千トンであり、2000年度比で約
82％削減しました。2012年度以降継続的に削減しています。排出量の内訳は、
大気への排出92%、水域への排出8%、土壌への排出は0.1％未満でした。

※PRTR(Pollutant Release and Transfer Register)：化学物質排出移動量届出制度。有害性の
ある多種多様な化学物質が、どのような発生源から、どれくらい環境中に排出されたか、あ
るいは廃棄物に含まれて事業所の外に運び出されたかというデータを把握し、集計し、公表
する仕組み。PRTR法：化学物質排出管理促進法。

VOC※排出量
会員はVOC排出抑制設備の設置やプロセス改善等多大な努力を行っていま
す。2019年度のVOC排出量は21.9千トンであり、2000年度比で76%削減と大幅
な削減を継続しました。

※VOC(Volatile Organic Compound)：揮発性有機化合物。揮発性を有し、大気中で気体状と
なる有機化合物の総称。トルエン、キシレン、酢酸エチル等多種多様な物質が含まれる。

環境対策投資
2019年度の省エネルギー、CO2削減設備を始めとする環境関連設備の新設・維持、環境調和型製品・技術開発などへの投資額は771億円、
また売上高に対する投資額比率は0.41％と、投資額はデータ提出会社数によって年毎に変動がありますが、対売上高比率では毎年ほぼ同水
準を維持しています。会員は環境対策への投資を計画的に実施し、継続的な環境パフォーマンスの改善に着実に結びつけています。

自主的な調査対象物質の排出量
日化協の自主調査物質（注）の排出量は15.7千トンとなり、2000年度比で72%
の削減を達成しました。排出量の内訳は、大気への排出が92%、水域への排出
は8%でした。土壌への排出はありませんでした。

注）日化協の自主的な調査物質数の変遷
2000年度～2009年度：126物質
2010年度～2012年度：106物質
2013年度～：90物質

棒グラフ内下部の数字はデータ提出社数

自主的な調査物質の排出量

自主的な調査物質の排出量（日化協データ）

（年度）

（年度）

0

10

20

30

40

50

60

20122000 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

（千トン /年） 水域

PRTR法指定物質の排出量（日化協データ）

0

10

20

30

40

50

20122000 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

（千トン /年）

（年度）

VOC排出量（日化協データ）

0

10

30

20

40

50

70

60

90

80

100

20122000 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

（千トン /年）

環境対策投資推移

（年度）

0

100

200

300

800

700

600

500

400

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

（億円）
0.8

0.6

0.4

0.2

0.0

（%）

38%

6.6%

省エネ・ＣＯ2
排出削減

17%
水質汚濁対策

11%
大気汚染対策14%

産廃物リサイクル対策
4.5%
有害化学物質排出削減対策
1.6%
騒音、振動、悪臭防止対策

1.0%
緑化促進

その他

6.8%
土壌・地下水汚染対策

大気 土壌

55.4

15.7

46.1

8.3

大気 水域 土壌

90.2

21.9

環境投資額

633

771

81 83 85 83 77 75 77 77

対売上高比率

0.36
0.41

PRTR法指定物質の排出量

VOC排出量

環境対策投資 2019年度の環境対策投資内訳

環境保全（化学物質排出削減）1 - 4

環境保全（環境投資）1 - 5
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設備災害発生状況
2019年度の設備災害発生件数
（111件）と会員１社当たりの
設備災害発生件数（1.44件/
社）は2018年度に比べ大幅に
増加しています。特に漏洩事
故の発生件数が、18年度より
増加傾向にありますが、これ
はフロン排出抑制法に関する
解釈が変更になった影響が出
ているものと推定されます。

安全・保安防災対策投資内訳
2019年度の安全･保安防災対策投資費用の
内訳をみると、設備老朽化対策が6割近く
に達しており、毎年割合が高くなっています。
老朽化対策費の増加が続いているため、
このような傾向になっているものと推定さ
れます。

2019年の会員およびその協力会社の度数率は、製造業全体・化
学工業全体を下回っていますが、ほぼ横ばいで推移しています。
※1  度数率 ： 災害発生の頻度を表したもの ※2  強度率 ： 災害の重篤度を表したもの

2019年は会員会社およびその協力会社とも死亡事故がゼロで
あったため、強度率は2018年に比べさらに改善しました。

労働災害による死亡者数
2019年の死亡者数は、会員会社、協力会社ともゼロを達成する
ことができました。今後とも、ゼロを継続出来るよう努力してい
きます。

度数率※1＝ 休業災害被災者数
延労働時間数（100万時間当り）

強度率※2＝ 休業損失日数
延労働時間数（1000時間当り）

安全・保安防災対策投資内訳

度数率の推移

労働災害による死亡者数
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安全・保安防災対策投資
2019年度の安全･保安防災対
策投資費用は1,514億円(2018
年度比17％増)、また売上高
に対する投資額比率は0.8％　
(2018年度比0.11％増)といず
れも前年度に比べて増加しま
した。会員は、計画的・継続
的に安全・保安防災対策投資
を行っています。

棒グラフ内下部の数字はデータ提出社数

安全・保安防災対策投資

※厚生労働省発表データ

保安防災（設備災害への取り組み）2

労働安全衛生3

58%16%

10%

9%

7%

設備老朽化対策
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作業環境改善対策
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地域対話集会の実施状況
地域対話集会は化学コンビナートを中
心に、会員の事業所が集まっている地
区ごとにRC委員会が開催している対話
集会で、2年に1回開催しています。19
年度は、コロナ・ウィルスの影響で、大
分、富山・高岡、新潟北の3地区の地域
対話は、開催中止となりました。

自己評価点
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その他会員向けアンケートの集計結果は、日化協のHPにある刊行物を御参照下さい。
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「茅場町駅」（東京メトロ日比谷線・東西線）
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「八丁堀駅」（JR京葉線）B1番出口より徒歩約8分
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日化協アニュアルレポート

本レポートは、環境に配慮した印刷工
程と印刷資材を採用しています。省エ
ネルギーの「UV印刷」を採用し、揮発性
有機化合物の大気への排出が極めて少
ない「NON VOCインク」と、適切に管理
された森林からの原料を含む「FSC認
証紙」を使用しています。

https://www.nikkakyo.org/
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